
一般会計 
４０.４％ 

市民病院事業 
２４.３％ 

市民病院事業 
２４.３％ 

国民健康保険 
１３.３％ 

上水道事業 
４.３％ 

後期高齢者医療 
３.３％ 

下水道事業 
３.６％ 

その他 
コミュニティ・プラント事業 
０.１％ 
住宅新築資金等貸付事業 
０.０％ 

介護保険 
１０.７％ 

予算総額 
４６２億 
９,７５３万円 

前年度比（％） 当初予算額（千円） 会　計　名 

計 

９２.７ １８,７００,０００ 一般会計 

１００.１ １１，２４０,７７４ 市民病院事業会計 

８１.９ ６，１４５,３６０ 国民健康保険特別会計 

１０７.２ ４,９５５,２３３ 介護保険特別会計 

８３.５ １,９９６,３２０ 上水道事業会計 

７５.５ １,６７３,６６４ 下水道事業会計 

１０２.５ １,５３９,７２７ 後期高齢者医療特別会計 

７４.５ ４２,２６９ 

８０.６ ４,１８３ 

コミュニティ・プラント事業特別会計 

住宅新築資金等貸付事業特別会計 

９３.１ ４６,２９７,５３０ 

会計別予算額構成 

   
　 ４

６
２
億
９
７
５
３
万
円 

（
前
年
度
比
６
・
９
％
、３４
億
１
５
４
２
万
２
千
円
の
減
額
） 

 

平
成
３０
年
度
の
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、限
ら
れ
た
財
源

を
重
点
的
か
つ
効
果
的
に
配
分
す
る「
選
択
と
集
中
」
を
基
本

と
し
て
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。 

な
お
、市
長
選
挙
を
控
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、平
成
３０
年
度

当
初
予
算
は
、義
務
的
な
経
費
、継
続
的
な
経
費
お
よ
び
年
度

当
初
か
ら
の
執
行
が
必
要
な
経
費
を
中
心
と
す
る
「
骨
格
予

算
」
と
し
て
編
成
し
、当
初
予
算
に
計
上
し
て
い
な
い
経
費
に

つ
い
て
は
、補
正
予
算
に
お
い
て
対
応
を
検
討
し
ま
す
。 

 １
８
７
億
円 

（
前
年
度
比
７
・
３
％
、
１４
億
８
０
０
０
万
円
の
減
額
） 

 

●
一
般
会
計
の
歳
入 

市
税
は
、固
定
資
産
の
評
価
替
え
な
ど
の
影
響
に
よ
り
、約

１
億
１
７
０
０
万
円（
１
・
４
％
）の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

地
方
交
付
税
は
、錯
誤
額
の
繰
延
措
置
の
実
施
な
ど
か
ら
、３

億
円（
１６・
２
％
）の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

国
・
県
支
出
金
は
、投
資
的
事
業
の
減
な
ど
に
よ
り
、約
５
億
１

１
０
０
万
円（
１１・
６
％
）の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

市
債
は
、投
資
的
事
業
の
減
な
ど
に
よ
り
、約
５
億
５
６
０
０

万
円（
３６・
７
％
）の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

※
市
債
残
高
に
つ
い
て
は
、平
成
３０
年
度
末
見
込
み
で
約
１
５

７
億
７
９
０
０
万
円
と
な
り
、ピ
ー
ク
時（
平
成
１１
年
度
末

約
２
１
９
億
４
３
０
０
万
円
）の
７１
・
９
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 ●
一
般
会
計
の
歳
出 

人
件
費
は
、給
料
の
減
な
ど
に
よ
り
、約
４
３
０
０
万
円（
１
・

２
％
）の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

扶
助
費
は
、自
立
支
援
給
付
費
、障
が
い
児
通
所
給
付
費
の

増
な
ど
に
よ
り
、約
４
３
０
０
万
円（
０
・
９
％
）の
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。 

公
債
費
は
、市
債
の
元
利
金
償
還
金
の
減
に
よ
り
、約
１
億

４
０
０
万
円（
６
・
５
％
）の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

投
資
的
経
費
は
、社
会
資
本
整
備
事
業
の
減
な
ど
に
よ
り
、

約
１１
億
９
７
０
０
万
円（
７７
・
４
％
）の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

そ
の
他
の
主
な
も
の
と
し
て
、市
民
病
院
事
業
出
資
金
の

増
、後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
の
増
な
ど
に
よ

り
、他
会
計
へ
の
繰
出
金
な
ど
が
約
８
６
０
０
万
円（
２
・
２
％
）

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

ま
た
主
な
事
業
と
し
て
、 

山
車
蔵
修
景
整
備
補
助
事
業 

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
３
５
５
７
万
円 

歴
史
・
文
化
が
息
づ
く
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
て
、

市
内
に
点
在
す
る
山
車
蔵
の
建
替
え
や
一
部
改
修
等
の
整
備

事
業
を
補
助
し
ま
す
。 

 企
業
誘
致
補
助
事
業 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
２
０
０
０
万
円 

市
の
指
定
区
域
等
へ
の
企
業
進
出
に
際
し
、道
路
・
水
路
等

の
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
要
し
た
費
用
の
５０
％
以
内（
進
出
面
積
に

よ
り
上
限
額
あ
り
）を
補
助
し
ま
す
。 

 

平
成
３０
年
度
予
算
概
要 

予
算
の
総
額 

一
般
会
計 

「市政のひろば」つしま2018.4 ４ 

市役所本庁舎にダイヤルイン（直通電話）を導入しました 平成３０年度予算概要 



空
家
等
解
体
促
進
費
補
助
事
業 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
１
０
０
万
円 

　
不
良
住
宅
と
認
定
さ
れ
た
空
家（
住
宅
地
区
改
良
法
に
基

づ
く「
住
宅
の
不
良
度
の
測
定
基
準
」に
よ
り
不
良
住
宅
と
し

て
認
定
さ
れ
た
も
の
）の
減
少
を
目
的
に
、解
体
す
る
際
の
費

用
の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。 

 

愛
知
県
・
津
島
市
総
合
防
災
訓
練
事
業 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
４
１
６
万
５
千
円 

　
愛
知
県
、津
島
市
、各
防
災
関
係
機
関
、地
域
住
民
等
の
参

加
の
も
と
に
、総
合
的
な
防
災
訓
練
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ

り
、大
規
模
災
害
発
生
時
に
お
け
る
迅
速
か
つ
的
確
な
応
急
活

動
の
た
め
の
協
力
体
制
の
確
立
や
、地
域
の
連
携
を
活
か
し
た

防
災
力
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、防
災
意
識
の
高
揚
を
図

り
ま
す
。 

 

１
２
６
億
８
６
７
７
万
２
千
円 

（
５
特
別
会
計
の
総
額
で
、前
年
度
比
７
・
３
％
、１０
億
４
６
０

万
２
千
円
の
減
額
） 

　
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
で
は
、大
規
模
な
国
民
健
康
保

険
制
度
の
改
正
な
ど
に
よ
り
、約
１３
億
５
８
０
０
万
円（
１８
・
１

％
）の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
介
護
保
険
特
別
会
計
で
は
、介
護
給
付
費
負
担
金
の
増
な

ど
に
よ
り
、約
３
億
３
２
０
０
万
円（
７
・
２
％
）の
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。 

　
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
で
は
、療
養
給
付
費
負
担
金

の
増
な
ど
に
よ
り
、約
３
８
０
０
万
円（
２
・
５
％
）の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。 

  

  

１
４
９
億
１
０
７
５
万
８
千
円 

（
３
企
業
会
計
の
総
額
で
前
年
度
比
５
・
９
％
、９
億
３
０
８
２

万
円
の
減
額
） 

　
事
業
経
営
に
当
た
っ
て
は
、企
業
性
を
最
大
限
発
揮
す
る
と

と
も
に
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
に
配
意
し
、公
共
の
福
祉
の
増
進
や

地
域
づ
く
り
に
積
極
的
な
役
割
を
果
た
し
て
い
き
ま
す
。 

　
ま
た
、経
営
の
健
全
化
と
活
性
化
を
推
進
す
る
た
め
、経
費

の
節
減
等
一
層
の
経
営
努
力
に
取
り
組
み
、経
営
基
盤
の
強

化
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。 

一般会計歳入内訳 

一般会計歳出内訳 

主な事業一覧  

市税 
８,３３９,４５０ 
（４４.６％） 

繰入金 
６１０,３４８ 
（３.３％） 

繰入金 
６１０,３４８ 
（３.３％） 

諸収入 
７３８,９０６（３.９％） 

地方交付税 
２,１５０,０００ 
（１１.５％） 

地方交付税 
２,１５０,０００ 
（１１.５％） 

県支出金 
１,３８１,０１８ 
（７.４％） 

その他自主財源 
４２６,２７９ 
（２.３％） 

国庫支出金 
２,５２８,０９９ 
（１３.５％） 

市債 
９６０,４００ 
（５.１％） 

その他依存財源 
４０５,５００ 
（２.２％） 

地方消費税交付金 
１,１６０,０００ 
（６.２％） 

人件費 
３,５４０,３７７ 
（１８.９％） 

扶助費 
４,９４７,５５７ 
（２６.５％） 

公債費 
１,４９３,０４３ 
（８.０％） 

投資・出資・貸付金 
３１１,６４０（１.６％） 

その他 
１３１,６２０ 
（０.７％） 

普通建設事業費（単独） 
１３３,３９０（０.７％） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

物件費 
２,９６８,０７４ 
（１５.９％） 

物件費 
２,９６８,０７４ 
（１５.９％） 

繰出金 
２,０７６,６２３ 
（１１.１％） 

普通建設事業費（補助） 
２１６,４４５（１.２％） 

子育て応援券事業 
子どもの居場所づくり事業 
耐震性貯水槽設置事業 
愛知県・津島市総合防災訓練事業【新規】 
津島“にぎわい”創出プロジェクト事業 
滞在型観光地域再生プロジェクト事業 
つしま歴史・文化のまちづくり提案事業 
町家修景・復元費補助事業 
空き家・空き店舗利活用費補助事業 
空家等解体促進費補助事業【新規】 
門前町再生事業 
山車蔵修景整備補助事業 
尾張津島天王祭鉄船塗装修繕補助事業 
企業誘致補助事業【新規】 
ふるさと応援寄附金の返礼品事業 
みんなで支えあうコミュニティリノベーション事業 
伝統の食と農でつなぐ人と地域にやさしいまちづくり事業 

８０４万７千円 
５５９万９千円 

８,７００万６千円 
４１６万５千円 
１,４００万円 
１,０００万円 
１３０万円 
２００万円 
１００万円 
１００万円 

１,０００万円 
３,５５７万円 

１４３万５千円 
２,０００万円 

２,６１５万４千円 
５００万円 

１,２００万円 

※
市
民
１
人
当
た
り
の
税
負
担
額 

　
１３
万
２
１
６
７
円（
平
成
３０
年
３
月
１
日
現
在
の
人
口 

　 

６
万
３
０
９
８
人
よ
り
算
出
） 

 

※
市
民
１
人
当
た
り
の
歳
出 

　
２９
万
６
３
６
４
円（
平
成
３０
年
３
月
１
日
現
在
の
人
口 

　 

６
万
３
０
９
８
人
よ
り
算
出
） 

企
業
会
計 

特
別
会
計 

補助費等 
２,８８１,２３１ 
（１５.４％） 

扶助費 
４,９４７,５５７ 
（２６.５％） 

投資的経費 
３４９,８３５ 
（１.９％） 

予算総額 
１８７億円 

投資的経費 
３４９,８３５ 
（１.９％） 

義務的経費 
９,９８０,９７７ 
（５３.４％） 

その他経費 
８,３６９,１８８ 
（４４.７％） 

自主財源 
１０,１１４,９８３ 
（５４.１％） 

予算総額 
１８７億円 

依存財源 
８,５８５,０１７ 
（４５.９％） 

依存財源 
８,５８５,０１７ 
（４５.９％） 

５ 「市政のひろば」つしま2018.4

市役所本庁舎にダイヤルイン（直通電話）を導入しました 平成３０年度予算概要 
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